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生活と職場破壊のニセジョブ型は撤回を 
ＮＥＣは新制度の賃金水準を「高度人材を高報酬で獲得」「市場競争

力ある報酬水準」「総人件費は最適な範囲」などと言ってきましたが、

中身は「物価高騰から生活を守るベースアップの廃止」「定期昇給の実

質廃止」「最低賃金ラインまで一気に降格を可能に」など労働者の生活

と職場を破壊する制度です。こんな酷い制度は撤回しかありません。 

制度変更による一方的降格は許されない 
今回、移行時の降格による減収分を 1 年間補填し 2 年後から毎年最

大 5％降給するなどを変更しましたが、降給時期をずらしただけで降格

による大幅な降給は変わらず、逆にその酷さを予感させます。 

バンドは移行時に会社が作成する職務記述書（ＪＤ）で決まります

がその作成過程が不透明です。本人へのヒアリング、作成後の説明と

合意などの手続きや、降格の制限など労働者を守るルールがあって当

然なのにＮＥＣ労組はあまりに無抵抗でＮＥＣのやりたい放題です。

制度変更による一方的降格は許されません。 

春闘こそ物価高騰から生活を守る唯一の機会 
表３の①はベースアップを止めて市場水準にアジャストすると言っ

ていますが、市場水準と言ってもＮＥＣが契約するコンサル会社のデ

ータで、人材獲得競争に負けないために報酬水準と市場水準に乖離が

おきＮＥＣが必要と認めたときに取り込むだけです。決して労働者の

生活を思ってではない証拠に、見直すのは基準値だけで各人の年収を

見直すとは言っていません。ＮＥＣ労組はどうしてこれがあるからと

ベースアップを廃止できるでしょうか。物価高騰から労働者の生活と

権利を守るためにＮＥＣに賃上げを要求する唯一の機会である春闘を絶対手放してはいけません。ちな

みにベースアップのための団体交渉要求は労働組合の正当な権利ですからＮＥＣは拒否できません。 

「高評価者」の昇給資金を「低評価者」の降給で賄う制度は身勝手すぎる 
表 3の②は「定期昇給」をやめ「貢献に報い期

待値を反映」とありますが、表 4の「昇降給ガイ

ドライン」では中央は標準でほぼ昇降給なし、右

側が高評価者でプラスの数字、左側が低評価者で

マイナスの同じ数字が入っており、結局プラスマ

イナスゼロとなり、2％と言われるＮＥＣの定期

昇給の原資は負担がなくなります。 

ＮＥＣが「事業に貢献し将来を期待」と評価し

て今年も思い切り働かせるのですから、当然その

昇給原資はＮＥＣが負担すべきなのに「将来を期

待されない低評価者」に負担させると言うのは、

あまりに身勝手な会社です。

    ＮＥＣ労組は弱い者いじめの新制度に反対を 
現行と比べてどう変わったのでしょうか。両制

度の高評価者の最高昇給率は約 7％で変わりませ

ん。現行制度の低評価者の降給率は約-1％（-500

円～-4000 円）で、金額も対象者も比較的限定

されています。これが新制度になると「期待を下

回る」の評価で-1％～-7％もの降給になります。 

まじめに働く労働者を「期待を下回る」事を理

由に懲戒まがいの降給は許せません。 

これほどの酷い制度改定をＮＥＣ労組は組合員

にどう説明するつもりでしょうか 

そもそも労働組合は弱い立場の労働者を守るの

が本務であり、ＮＥＣと対等に交渉できる唯一の

組織なのに、ＮＷＵ情報ではＮＥＣにお伺いを立

てるばかりのまるで上司と部下の関係です。 

こんな弱い者いじめの改悪ばかりの制度は労働

組合が反対すれば導入できません。労働組合にメ

ール、電話、説明会で意見を持ち込みましょう。
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生活を破綻させかねない降格の日常化に反対 
表３③で「昇格時の昇給」から「ジョブ変更に伴う報酬変更」と書いています

が、今回職群廃止で最大 6 バンドまでの降格を可能にしています。しかも労使

で、「一度に 2 バンド以上の昇降格」「バンド間の行き来の柔軟化」を進めるこ

とで合意し、労働者にとって生活を破綻させ兼ねない降格を日常的に気軽にや

られてはたまりません。 

降給率を下げても最大１5％の降給は変わらない 
ＮＥＣは降格を気軽に行うためか降給率を 2％下げましたが、それで降給率

は下がるでしょうか。右図の①の場合は降給率だけで降格先レンジに届くため

2％引下げの恩恵を受けますが、②の様に届かない場合は下位バンドの上限まで

下がるため、表 6の様に降給率に関係なく、15％の降給になってしまいます。

この制度は年収のレンジ位置により降給率が変わる欠陥制度ですが、降給

率の高い人が恩恵を受けられない引下げは意味不明です。 

複数バンドの降格でとんでもない減給に 
降格する人には最大 7％の評価降給の可能性があり、合わせると約 22％

の降給になり、金額にすると下の様にとんでもない減収になります。 

   年収 728万→568万、月収 45万→35万、賞与 188万→148万  

これだけでも大変な減給ですが、これが複数バンド降格になったらどうなるか。同様に試算をしました。 

2段階で-34％（-247万）、3段階で-38％（-276万）、4段階で-42％（-305万）となる 

とんでもない制度です。降格の歯止めの提案でなく降格フリーを提案するＮＥＣ労組は許せません。 

ＮＥＣとＮＥＣ労組はこんな酷い制度は撤回すべきです。 

ＮＥＣは自ら発行した「責任ある企業行動ガイドライン」の遵守を 
ＮＥＣが発行する「責任ある企業行動ガイドラ

イン」はグループ企業に「生活賃金に配慮した適

切な賃金と手当」の支払いを求めています。 

「生活賃金」の定義を下記に書いていますが、

ベースアップは物価高騰から賃金水準を維持する

ためのもので、7％もの評価降給も 22％もの降

格降給も、労働者と家族の生活を困難に陥れると

んでもない制度で「責任にある企業行動ガイドラ

イン」に違反することは明らかです。 

日本でも「ビジネスと人権」に関する救済機関

がすでに稼働していますが、ＮＥＣは株主総会で

この救済機関への参加を表明しており、こんな制

度を作れば労働者から訴えられる可能性がありま

す。 

 

 

 

雇用延長対象者への早期退職面談は延長妨害行為 
ＮＥＣは名称を「キャリアチャレンジ支援制度」と変えてまでＳＣ準備金制度の

雇用延長関係者への導入を労組と進めていますが、表 8はその内容です。 

ＮＥＣはその狙いが「加齢による外部転身が困難になるため新たなキャリアへの

挑戦を支援」とＮＥＣでの雇用延長の阻止である事を隠そうとしません。希望者の

雇用延長は企業の義務なのに、それを退職金割増で阻止する制度は雇用延長選択へ

の妨害行為です。今の流れでは、いずれ雇用延長の義務化は 65 歳から 70 歳迄になりますが、60 歳

で雇用延長をできなければ、65歳での延長もできません。 

ＮＥＣに雇用継続の義務を果たさせるために闘いましょう。 

 

 
マッチングで不合格になった労働者が雇用延長を実現 

これは最近のことですが、グループ会社勤務のＹさんは雇用延長を希望しましたが 3 回のマッチングに

合格できず、人事に雇用延長先の紹介を依頼しました。人事が紹介したのは北海道のコールセンターなど

とても通えないところばかりでした。そこで電機・情報ユニオンに加入し、会社との団体交渉で「高齢者

雇用安定法の趣旨に従い会社が責任を持って対応する」ことで合意し、わずか 2 カ月の交渉で無事現職で

の雇用延長が実現できました。勇気をもって踏み出す事が大事です。 

生活賃金：国際労働基準に従い労働者とその家族のニーズを満たし社会的生活を送ることができ、労
働者の尊厳を満足させる賃金水準の事を指します。（ＮＥＣの「責任ある企業行動ガイドライン」より） 


